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 １．経営戦略について 

 

本市の下水道事業は、生活環境の改善、公衆衛生の向上、公共用水域における水質保全、豪雨によ

る浸水被害の軽減を目的として昭和４１年の袖ケ浦団地建設に伴う公共施設の整備をきっかけに事業

を着手しました。平成３０年度末現在には、下水道処理人口普及率は９５.１％となり、普及率向上のため

の建設事業は終盤を迎え、今後は、維持管理や改築・更新に重点を置いた経営の時代に入ろうとして

います。 

本市の公共下水道事業は、平成３０年度までは地方公営企業法を適用せず会計処理を官庁会計方

式で行ってきましたが、効率的な事業運営を実施するため平成３１年４月１日に地方公営企業法を適用

し、令和元年度からは会計処理を公営企業会計方式で行うこととしました。 

公営企業として下水道事業を持続させていくには、中長期的な視野に基づく計画的な経営に取り組

み、徹底した効率化、経営健全化を行うことが必要です。 

  そのような中、将来にわたり安定的に事業を継続し、公共の福祉の増進に寄与し続けていくために、

中長期的な観点から経営の健全化を実現するための経営基盤強化と財政マネジメント向上の柱として

「習志野市下水道事業経営戦略」を策定しました。 

 

 

 

  

（１） 策定の趣旨
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習志野市の計画体系は、まちづくりの基本理念である「文教住宅都市憲章」を頂点として、基本構

想、基本計画、実施計画から構成されています。 

現在の基本構想は、平成２６（２０１４）年度から令和７（２０２５）年度までの１２年間を計画期間と

し、前期基本計画は平成２６（２０１４）年度から令和元（２０１９）年度、後期基本計画は令和２（２０２

０）年度から令和７（２０２５）年度の各６年間を計画期間としています。また、社会経済情勢の変化や

住民ニーズに柔軟に対応するため、前期、後期のそれぞれ３年間ごとに実施計画を策定しています。 

令和２年度から始まる後期基本計画において下水道事業は、 

『第２章  安全・安心「快適なまち」 

第２節  暮らしを支える都市基盤の整備 

     第４項  ガス・水道・下水道事業の充実』 

に位置付けられ、６年後（令和７年度）の姿として、「公共下水道の経営基盤の強化を図り、安全・安

心で持続可能な下水道経営」を目指すこととしています。 

    「習志野市下水道事業経営戦略」は、習志野市下水道事業が地方公営企業法の全部適用を受

けてから初めての経営計画であり、下水道事業の最上位計画となるものです。 

 

 

本市計画の実施期間 

 

  平成２６年４月                 平成２９年４月                 令和２年４月                  令和５年４月                          

            

 

 

 

 

 

  

 

（２） 計画の位置付け

習志野市文教住宅都市憲章（昭和４５年議決） 

習志野市基本構想（平成２６年度～令和７年度） 

前期基本計画（平成２６年度～令和元年度） 後期基本計画（令和２年度～令和７年度） 

前期第１次実施計画 前期第２次実施計画 後期第１次実施計画 後期第２次実施計画 

習志野市下水道事業経営戦略 
（令和２年度～令和１１年度） 
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令和２年度から令和１１年度まで 

計画期間は、中長期的な視点で経営基盤の強化などに取り組むことができるよう、令和２年度か

ら令和１１年度までの１０年間とします。 

 

計画等 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11以降

習志野市基本構想

（平成26年度～令和7年度）

習志野市後期基本計画

（令和2年度～令和7年度）

習志野市下水道事業経営戦略

（令和2年度～令和11年度）

習志野市下水道基本計画

（昭和４０年度～令和６年度）

習志野市公共下水道事業計画

（昭和４１年度～令和６年度）

習志野市社会資本総合整備計画

（平成28年度～令和６年度）

習志野市汚水処理施設整備計画

（アクションプラン）

（平成26年度～令和5年度）

習志野市公共下水道

下水道総合地震対策計画

（平成27年度～令和6年度）

習志野市公共下水道

ストックマネジメント実施計画

（平成30年度～令和4年度）
 

 

（３） 計画期間

現計画           将来計画 
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今後の人口減少などに伴う有収水量の減少や施設の老朽化に伴う更新需要の増大など、本市

のガス事業・水道事業・下水道事業を取り巻く経営環境が厳しさを増す中にあって、将来にわたり

市民生活に必要なサービスを安定的に提供していくためには、経営戦略の策定や抜本的な改革な

どの取り組みを通じ、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図るとともに、これらについてよ

り的確に取り組むため、経営指標や経営比較分析表の活用による「見える化」を推進することが求

められています。 

本市では、ガス事業・水道事業・下水道事業において、それぞれの経営戦略を策定し、市民生活

や経済活動に欠くことのできないインフラストラクチャーとして重要な３事業が、将来にわたり持続

可能な健全経営を実現するための基本理念として、共通の将来の理想像を次のとおり定めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（４） 基本理念

～ 基 本 理 念 ～ 
 

ガス事業・水道事業・下水道事業を通じて 

このまちの生活を守り 

「未来のために～みんながやさしさでつながるまち～習志野」 

の実現に取り組みます 
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２．事業概要 

 

（１） 下水道事業の沿革 
 

年 度 沿 革 

昭和４０年度 ・習志野市公共下水道基本計画の策定 

昭和４１年度 ・習志野市公共下水道事業認可（津田沼処理区） 

昭和４２年度 ・津田沼処理区の供用開始（袖ケ浦終末処理場竣工） 

 ・下水道使用料改定 

昭和５２年度 ・下水道使用料改定 

昭和５５年度 ・津田沼浄化センターの建設着手 

昭和５９年度 ・津田沼浄化センター供用開始 

 ・下水道使用料改定 

昭和６０年度 ・秋津汚水中継ポンプ場供用開始 

昭和６２年度 ・習志野市公共下水道事業認可（印旛処理区） 

昭和６３年度 ・菊田川水系の浸水対策整備に着手 

 ・下水道使用料改定 

平成元年度 ・印旛処理区の供用開始 

平成３年度 ・習志野市公共下水道事業認可（高瀬処理区） 

平成４年度 ・浜田川雨水幹線竣工 

平成５年度 ・鷺沼台４丁目調整池竣工 

 ・下水道使用料改定（平均改定率１５.７％） 

平成８年度 ・菊田川水系の浸水対策整備の完了 

 ・下水道使用料改定（平均改定率８.２％） 

平成１１年度 ・袖ケ浦汚水中継ポンプ場竣工（袖ケ浦終末処理場廃止） 

 ・東習志野雨水幹線竣工 

 ・高瀬処理区の供用開始 

平成１３年度 ・下水道使用料改定（平均改定率１９.５％） 

平成１６年度 ・下水道使用料改定（平均改定率９.２％） 

平成２０年度 ・下水道使用料改定（平均改定率６.６％） 

平成２３年度 ・下水道使用料改定（平均改定率６.５％） 

平成２４年度 ・津田沼浄化センター３系水処理の高度処理施設供用開始 

平成２６年度 ・下水道使用料改定（平均改定率６.５％） 

平成２９年度 ・谷津地域国道１４号以南の内水対策施設の竣工 

令和元年度 ・会計方式を官庁会計から公営企業会計に変更し、習志野市企業局に 

組織統合。 

 ・下水道使用料改定（平均改定率４.２％） 

令和２年度 ・習志野市下水道事業経営戦略（令和２年度～令和１１年度）取組開始 
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本市の公共下水道は、昭和４０年度に下水道基本計画を策定し、下水道の整備を進めてきたとこ

ろであり、平成３０年度末時点における下水道による処理人口普及率は９５.１％、下水道整備率は

汚水７９.１％、雨水５６.２％まで進捗し、現有の下水道施設は管路施設約５００km、終末処理場１か

所（津田沼浄化センター）、ポンプ場２か所（秋津汚水中継ポンプ場、袖ケ浦汚水中継ポンプ場）と

なっています。 

管路施設においては、標準耐用年数５０年を超過している施設割合が約６％であり、今後２０年で

５０％以上が標準耐用年数を超過する状況です。津田沼浄化センターなどにおいても、日常点検や

定期点検、長寿命化対策などを適宜実施してきていますが、長期使用の結果、消耗、腐食による劣

化、老朽化、陳腐化が進行しています。 

 

処理区概要                                             （平成３１年４月１日現在） 

処理区  津田沼  印 旛  高 瀬  

位置  市中央部 市東部 市西部 

種類  単独公共下水道 
流域関連公共下水道 

（印旛沼流域下水道） 

単独関連公共下水道 

（船橋市高瀬処理区） 

着手時期  昭和４１年 昭和６３年１月 平成４年３月 

地区名  

谷津、奏の杜、谷津町、津田

沼、藤崎、鷺沼、鷺沼台、泉

町、本大久保、花咲、袖ケ

浦、秋津、香澄、茜浜、芝園 

大久保、本大久保、泉町、花

咲、屋敷、実籾、実籾本郷、

新栄、東習志野 

谷津、奏の杜 

終末処理場名  津田沼浄化センター  
花見川第二終末処理場 

（千葉県） 

高瀬下水処理場 

（船橋市） 

全体計画面積  １,２６１.２ha ６８６.０ha ８８.３ha 

事業計画面積  １,０３６.８ha ６４０.８ha ８８.３ha 

 

 

 

 

 

（２） 事業の概要 
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習志野市の特徴 

本市は、千葉県の北西部に位置し、行政区域面積２０.

９７ｋ㎡と県内で４番目に小さい面積ですが、人口密度は

県内で３番目に高い市です（平成３１年１月１日現在）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 処理区域 
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（Ⅰ）公共下水道の概要 

① 津田沼処理区 

津田沼処理区は、昭和４１年に海岸埋立地（袖ケ浦団地）の１０６.３ha、１５,０００人の事業認可

を受け、事業に着手しました。その後、昭和５５年には津田沼処理区の終末処理場となる津田沼浄

化センターの建設に着手し、昭和５９年６月に供用開始する等、数回の変更認可を経て、現在は 

１０３６.８ha、９５,０００人となっています。 

排除方式は、おおむね国道１４号を境に南側が分流式、北側が合流式となっています。汚水は津

田沼浄化センターにて処理し、雨水は雨水放流幹線および雨水管渠により菊田川ならびに谷津川

を経由し、東京湾に放流しています。 

 

津田沼処理区事業計画の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

習志野市

船橋市

計

習志野市

船橋市

計

種別 日平均 日最大 時間最大 日平均 日最大 時間最大

生活汚水量 270 360 540 270 360 540

営業汚水量 55 75 110 55 75 110

地下水量 70 70 70 70 70 70

計 395 505 720 395 505 720

種別 日平均 日最大 時間最大 日平均 日最大 時間最大

生活汚水量 25,940 34,590 51,890 25,650   34,190   51,280   

営業汚水量 5,290 7,210 10,570 5,230     7,120     10,450   

業務商業汚水量 4,110 5,540 8,230 4,110     5,540     8,230     

地下水量 6,730 6,730 6,730 6,640     6,640     6,640     

工業排水量 70 70 140 30           30           60           

習志野市計 42,140 54,140 77,560 41,660 53,520 76,660

船橋市 16,130 20,670 29,580 16,130 20,670 29,580

合計 58,270 74,810 107,140 57,790 74,190 106,240

134,300 133,200

家庭

汚水量

原単位

（ℓ/人・

日）

計画

汚水量

（m3/日）

1,643.2 1,418.8

計画

人口

（人）

96,100 95,000

38,200 38,200

分流式，一部合流式 分流式，一部合流式

処理区域

面積

（ha）

1,261.2 1,036.8

382.0 382.0

排除方式

項目 全体計画

計画年度 令和6年度 令和6年度

事業計画
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a) 津田沼浄化センター 

住所 習志野市芝園３丁目３番１号 

敷地面積 ８.２ha 

工事着手／供用開始 昭和５５年９月／昭和５９年６月 

計画地盤高 TP＋３.７０m 

下水の排除方式 分流式および合流式 

処理方法 水処理 【計画】標準活性汚泥法および嫌気無酸素好気法  

【現状】標準活性汚泥法、嫌気無酸素好気法（Ⅲ系の一部） 

汚泥処理 【計画】濃縮→脱水→焼却→有効利用 

【現状】濃縮→脱水→搬出処分 

放流先 東京湾 

流入汚水量 日平均 ５７,８００㎥／日 

日最大 ７４,２００㎥／日 

時間最大 １０６,２００㎥／日 

 

b) 袖ケ浦汚水中継ポンプ場 

 住所 習志野市袖ケ浦６丁目１番１号 

敷地面積 １,９９０㎡ 

供用開始 平成１１年 

下水の排除方式 分流式 

流入汚水量 計画面積 １０７.８ha 

計画人口 １１,９００人 

計画汚水量 ５.９５㎥／分（時間最大汚水量） 

ポンプ仕様 水中汚水ポンプ 

φ２５０mm×５.８０㎥／分×１４.０m×２２.０kw×３台（うち予備１台） 

 

c) 秋津汚水中継ポンプ場 

 住所 習志野市秋津５丁目２０番１号 

敷地面積 １,６６０㎡ 

供用開始 昭和６０年 

下水の排除方式 分流式 

流入汚水量 計画面積 １５９.７ha 

計画人口 １４,２００人 

計画汚水量 ８.６９㎥／分（時間最大汚水量） 

ポンプ仕様 水中汚水ポンプ 

φ２００mm×５.１０㎥／分×２０.０m×３０.０kw×３台（うち予備１台） 
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②印旛処理区 

昭和５１年に下水道基本計画の見直しを行い、市東部が印旛処理区、市西部が高瀬処理区、市中央

部が津田沼処理区となりました。印旛処理区は印旛沼流域下水道の流域関連公共下水道として昭和

６３年１月に１５４.０ha、１５,９００人の事業認可を受けた後、数回の変更認可を経て、現在は６４０.８ha、

５８,５００人となっています。平成６年６月に汚水の接続先である花見川第二終末処理場が供用を開始

しました。 

排除方式は全域分流式となっています。汚水は印旛沼流域下水道西部幹線および西部第２幹線に

接続し、花見川第二終末処理場にて処理しています。雨水は雨水幹線および雨水管渠により千葉市の

浜田川都市下水路ならびに八千代市の八千代１号幹線から花見川を経由し、東京湾に放流していま

す。 

 

印旛処理区事業計画の概要 

 

 

  

汚水

雨水

種別 日平均 日最大 時間最大 日平均 日最大 時間最大 日平均 日最大 時間最大

生活汚水量 255 340 510 245 330 495 245 330 495

営業汚水量 50 65 100 50 65 100 50 65 100

地下水量 70 70 70 70 70 70 70 70 70

計 375 475 680 365 465 665 365 465 665

種別 日平均 日最大 時間最大 日平均 日最大 時間最大 日平均 日最大 時間最大

生活汚水量 13,820 18,430 27,640 13,620 18,340 27,510 13,620 18,340 27,510

営業汚水量 2,710 3,520 5,420 2,780 3,610 5,560 2,780 3,610 5,560

業務商業汚水量 0 0 0 0 0 0 0 0 0

地下水量 3,800 3,800 3,800 3,890 3,890 3,890 3,890 3,890 3,890

工業排水量 6,510 6,510 13,020 6,510 6,510 13,020 6,510 6,510 13,020

合計 26,840 32,260 49,880 26,800 32,350 49,980 26,800 32,350 49,980

家庭

汚水量

原単位

（ℓ/人・日）

計画

汚水量

（m3/日）

事業計画

計画人口（人） 54,200 58,500 58,500

計画面積

（ha）

686.0 640.8 640.8

686.0 450.4 450.4

排除方式 分流式 分流式 分流式

計画年度 令和6年度 令和5年度 令和5年度

項目 全体計画 印旛沼流域下水道事業計画
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③高瀬処理区 

高瀬処理区は平成４年３月に５８.０ha、１１,３００人の事業認可を受けた後、数回の変更認可を経て、

現在は８８.３ha、１１,７００人となっています。 

平成５年１２月に船橋市が高瀬下水処理場の建設に着手、平成１１年４月に供用を開始しました。 

排除方式は、おおむね国道１４号を境に南側が分流式、北側が合流式となっています。汚水は船橋市に

ある高瀬下水処理場にて処理し、雨水は雨水放流幹線および雨水管渠によって高瀬川を経由し、東京

湾に放流しています。 

 

高瀬処理区事業計画の概要 

 

 

  

種別 日平均 日最大 時間最大 日平均 日最大 時間最大

生活汚水量 285 380 570 285 380 570

営業汚水量 70 95 145 70 95 145

地下水量 70 70 70 70 70 70

計 425 545 785 425 545 785

種別 日平均 日最大 時間最大 日平均 日最大 時間最大

生活汚水量 3,330 4,450 6,660 3,330 4,450 6,660

営業汚水量 820 1,110 1,700 820 1,110 1,700

業務商業汚水量 0 0 0 0 0 0

地下水量 820 820 820 820 820 820

工業排水量 0 0 0 0 0 0

合計 4,970 6,380 9,180 4,970 6,380 9,180

合流式,一部分流式 合流式,一部分流式

項目 全体計画

家庭

汚水量

原単位

（ℓ/人・日）

計画

汚水量

（m3/日）

事業計画

処理区域面積（ha） 88.3 88.3

計画人口（人） 11,700 11,700

計画年度 令和6年度 令和6年度

排除方式
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（Ⅱ）流域下水道の概要 

昭和４０年代、東京から５０ｋｍ圏にある印旛沼は、流域の急速な開発と都市化により水質が悪化し

ていましたが、印旛沼流域を対象とする印旛沼流域下水道が、昭和４３年１２月に都市計画決定され、

県が建設を進めてきました。 

本市の印旛処理区は、流域関連公共下水道であり、接続する印旛沼流域下水道は、１３市町の生

活排水や工場排水を、千葉市美浜区磯辺の「花見川終末処理場」と、千葉市美浜区豊砂と習志野

市芝園にまたがる「花見川第二終末処理場」とで処理しています。花見川終末処理場は昭和４９年４

月に、花見川第二終末処理場は平成６年６月にそれぞれ供用開始しました。 

 

 

（出典：千葉県ホームページ） 

 

 

 

区分 全体計画 現況(平成２９年３月末現在) 

処理面積 ２７,３９１ヘクタール １７,８３３ヘクタール 

処理人口 １,４０６,２００人 １,２９５,８０４人 

処理能力 

花見川終末処理場 

（処理能力） 

日平均２２４,９００立方メートル 

９系列 

（平成２８年度実績値） 

日平均２７９,２０５立方メートル 

８系列 

花見川第二終末処理場 

（処理能力） 

日平均４２８,６００立方メートル 

７系列 

（平成２８年度実績値） 

日平均１５５,４９８立方メートル 

３系列 

管渠延長 ２１７.６キロメートル １６６.４キロメートル 

中継ポンプ場 １１ヶ所 １０ヶ所 

終末処理場 ２ヶ所 ２ヶ所 

排除方式 分流式 分流式 

処理方式 凝集剤併用型循環式硝化脱窒法+急速砂ろ過法 標準活性汚泥法他 

処理場 

敷地面積 

花見川終末処理場 約２１ヘクタール 約２１ヘクタール 

花見川第二終末処理場 約２４ヘクタール 約２４ヘクタール 

計画目標年度 平成３６年度 ------------- 

総事業費 ３,８７０億円 約３,２７２億円（平成２８年度末） 

関連市町村 
１３市町（１２市１町）：千葉市、船橋市、成田市、佐倉市、習志野市、八千代市、鎌ケ谷市、四街道

市、八街市、印西市、白井市、富里市、印旛郡酒々井町 
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①  職員数【令和元年１０月１日現在】 

令和元年度下水道事業会計職員数 

（下水道・ガス・水道事業合計） 

２７人 

（１２１人） 

（※企業管理者を除く） 

②  事業運営組織図 

 

（４） 組織体制 

　

職員係

企業総務課 管理係

情報管理係

業務部
経　理　課 経理係

出納係

料　金　課 料金係

営業企画室　 企画係
企業管理者

需要開発係

営業サービス係

工務管理課 管理係

供給係

検査係

工務部
ガス水道建設課 本支管工事係

装置工事係

ガス水道供給課 施設係

ガス水道保安課 保安係

維持係

津田沼浄化センター

下水道課 計画係

建設係

維持管理係

排水設備係

総務係
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（５） 現在の経営状況 

 

 

 

 

 

 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

年間有収水量 １６,２０１千㎥ １６,６６４千㎥ １７,２８２千㎥ 

年間使用料収入 

（税抜） 
２,２８１,２３５千円 ２,３８９,７５９千円 ２,２８６,６６８千円 

収益的収支比率 ６８.６% ７４.９% ６５.６% 

実質収支 ２６４千円 １３０千円 △５７６,２０３千円 

資金不足比率 
―％ 

（△０.０１%） 

―％ 

（△０.００%） 

１９.１％ 

【―％】 

【近年の決算状況を踏まえた現在の経営状況の分析】 

 年間有収水量については、人口の増加・普及率の向上を背景に増加傾向となっています。 

 年間使用料収入については、年間有収水量の増に伴い増加傾向となっていますが、平成 

３０年度は打切決算の影響で減となりました。 

 収益的収支比率・実質収支については、平成３０年度は打切決算の影響で減となりました。 

 資金不足比率については、平成２８年度・２９年度は資金不足が生じていないため「－％」で

表記しています。平成３０年度は打切決算の影響で資金不足となりました。【】内は打切決算

の影響がなかった場合の資金不足比率を示しています。（）内の数値は参考として表示して

おり、数値が０以下で低いほど望ましいとされています。 
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平成２９年度決算における経営比較分析表の内容を以下に示します。（法非適用（官庁会計方式）

での決算分析になります。） 

本市下水道事業を評価すると、経営指標については類似団体と比較しても平均的な数値となってい

ます。しかし、管路や津田沼浄化センターなどの老朽化が進んでいる状況から、施設の計画的な改築・

更新が求められます。 

 

 

収益的収支比率について、H２６に使用料改定を

実施し、経営改善に向けた取り組みが成果を上げ

ています。なおH２７から総務省通知により雨水処

理元金償還に対する繰入金を営業収益から資本

的収入に振り替えたため相対的に低くなりました。 

※この指標には類似公営企業平均および全国平

均はありません。 

 

 

 

企業債残高対事業規模比率について、債務

残高削減のため、減少傾向にあり、改善して

きています。 

（６） 経営比較分析表を活用した現状分析 

経営比較分析表とは、総務省が作成した図表に各地方公営企業がコメントを記載したものです。

経営および施設の状況を表す経営指標を活用し、経年比較や他公営企業との比較、複数の指標を

組み合わせた分析を行うことにより、経営の現状および課題を的確かつ簡明に把握することが可能

となります。 

当該値＝本市の値 

平均値＝類似公営企業(処理区域内人口が１０万人以上で処理区域内人口密度１００人／ha

以上)の平均値 

【 】＝平成２９年度全国平均 
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経費回収率について、H２５については下水道事業

債の繰上償還を実施した影響で低くなっています。

H２６以降は、津田沼浄化センターの運営費が年々

増加しているため低くなってきていましたが、H２９

は使用料収入の増加と汚水資本費の減などの理

由により、増加に転じました。 

 

 

 

汚水処理原価について、本市の約半分の地

域は合流管で整備していることから比較的

不明水も多くなる関係上、類似団体や全国

平均に比べて高い数値となっています。 

 

施設利用率について、本市津田沼浄化センター以

外の処理場に接続している地域があることから、類

似団体よりも高く、また１００％を超えています。 

 

 

 

水洗化率については高い数値で推移してお

ります。 

 
公共下水道管の未普及対策を進めてきましたが、

標準耐用年数５０年を経過する管渠が、今後１０年

間で約２３％、２０年間で約５０％となる見込みであ

り、老朽化は確実に進んでいます。 
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令和元年度決算からは、法適用企業として以下の指標を用いることになります。 

経営指標 指標の説明 

経営の健全性・効率性 

 経常収支比率 当該年度において、使用料収入や一般会計からの繰入金などの収益で、維

持管理費や支払利息などの費用をどの程度賄えるかを表す指標。 

単年度の収支が黒字であることを示す１００％以上となっていることが必要。 

 

累積欠損金比率 営業収益に対する累積欠損金の状況を表す指標。 

累積欠損金が発生していないことを示す０％であることが求められる。 

 

流動比率 短期的な債務に対する支払能力を表す指標。 

１年以内に支払うべき債務に対して支払うことができる現金などがある状況

を示す１００％以上であることが必要。 

 

企業債残高対 

事業規模比率 

使用料収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す

指標。 

明確な数値基準はなく、経年比較や他の公営企業との比較により評価する。 

 

経費回収率 使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標

であり、使用料水準などを評価することが可能。 

使用料で回収すべき経費をすべて使用料で賄えている状況を示す１００％以

上であることが必要。 

 

汚水処理原価 有収水量１㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・汚水維

持管理費の両方を含めた汚水処理に係るコストを表した指標。 

明確な数値基準はなく、経年比較や他の公営企業との比較により評価する。 

 

施設利用率 施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均処理水量の

割合であり、施設の利用状況や適正規模を判断する指標。 

明確な数値基準はなく、経年比較や他の公営企業との比較により評価する。 

 

水洗化率 現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している

人口の割合を表した指標。 

公共用水域の水質保全や、使用料収入の増加などの観点から１００％となっ

ていることが望ましい。 
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老朽化の状況 

 有形固定資産

減価償却率 

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを

表す指標で、資産の老朽化度合いを示している。 

明確な数値基準はなく、経年比較や他の公営企業との比較により評価する。 

 

管渠老朽化率 法定耐用年数を超えた管渠延長の割合を表した指標で、管渠の老朽化度

合いを示している。 

明確な数値基準はなく、経年比較や他の公営企業との比較により評価する。 

 

管渠改善率 当該年度に更新した管渠延長の割合を表した指標で、管渠の更新ペースや

状況を把握できる。 

明確な数値基準はなく、経年比較や他の公営企業との比較により評価する。 
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  （７） 使用料体系 

【消費税等相当額を含む】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

実施年月日 現行制度および使用料体系 

 

令和元年 

１０月１日 

 

区分 使用量 
使用料 

（円／月） 

一般汚水 １０㎥     （基本使用料） １,０３２ 

１１～２０㎥  （１㎥につき） １１６ 

２１～３０㎥  （１㎥につき） １７０ 

３１～５０㎥  （１㎥につき） ２３４ 

５１～１００㎥ （１㎥につき） ３１５ 

１０１㎥～   （１㎥につき） ３９０ 

公衆浴場汚水 １０㎥まで   （基本使用料） １,０３２ 

１１㎥～    （１㎥につき） ２２ 
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３．将来の経営環境 

 

  本市の人口推計は、令和７年（２０２５年）までは人口が増加しますが、その後は緩やかに人口減少に

向かうものとみられます。ピーク時の人口は、１７６，２３２人（令和７年（２０２５年））となっています。 

平成３０年度末の処理区域内人口は１６４,７９１人で、人口の増加と普及率の向上により、増加を続

ける見込みですが、人口減少とともにその後は緩やかに減少に向かうものとみられます。 

 

 
 

年度 平成３０年度 令和２年度 令和１１年度 令和２１年度 令和３１年度 令和４１年度 

人口推計 

（人） 
１７３,３６２ １７５,７２５ １７５,６１４ １７１,７２５ １６６,５８６ １６４,１５５ 

処理区域内人口 

（人） 
１６４,７９１ １６７,４７０ １７５,６１４ １７１,７２５ １６６,５８６ １６４,１５５ 

令和２年度比 

増減率（％） 
－ － ４.９ ２.５ △０.５ △２.０ 

 

【推計方法】 

過去の処理区域内人口の実績に将来の行政区域の傾向として「習志野市人口推計結果報告

書（令和元年６月）」を反映させ、実績値に傾向曲線を当てはめて将来値を推計する時系列傾向

分析法を用いて、将来値を推計しました。 
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（１） 人口推計と処理区域内人口の推計
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 今後の10年間の有収水量と使用料収入は、処理区域内人口の推計により、有収水量・使用料収入

ともに高い数値で推移する見込みです。 

 

 

 

 

年度 令和２年度 令和５年度 令和８年度 令和１１年度 

有収水量 

（千 m３） 
１７,４８２ １８,３９２ １８,３９０ １８,３３２ 

使用料収入（税抜き） 

（千円） 
２,７３２,５２３ ２,８７４,８０３ ２,８７４,４１１ ２,８６５,４０５ 
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使用料収入［単位：千㎥］ [単位：千円］

（使用料収入）（有収水量）

（２） 有収水量と使用料収入の推計
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処理区域内人口や使用料収入の推計などを踏まえた令和２年度～令和１１年度の収支計画は、

次のとおりです。 

    事業収益では、処理区域内人口の推計により安定した使用料収入が確保できる見込みです。その

ため、毎年６２億円超を維持できる見込みです。 

    事業費用では、減価償却費が増加傾向にある一方で、支払利息の減少もあり、毎年５９億円前後

を推移する見込みです。 

    純利益では、３億円から５億円程度を確保できる見込みです。 
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現金預金残高と企業債残高の推移
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（企業債残高）

［単位：千円］

（現金預金残高）

（３） 収支計画
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（単位：千円）（税抜き） 

年度 令和２年度 令和５年度 令和８年度 令和１１年度 

事業収益 ６,２８４,９００ ６,４０７,９４９ ６,２４０,７５９ ６,２１２,６７０ 

事業費用 ５,９４８,４５１ ６,０１７,０７７ ５,７８９,９９４ ５,８３７,８４７ 

純損益 ３３６,４４９ ３９０,８７３ ４５０,７６５ ３７４,８２３ 

現金預金残高 ２,５２４,４８０ ３,０６２,０６５ ３,３２４,４８９ ４,１００,３６９ 

企業債残高 ２３,１２６,２９７ ２２,９６８,２４３ １９,９４３,７０７ １８,２８４,１８２ 

 

 

 

令和２年度～令和１１年度の建設投資計画は、次のとおりです。 

令和５年度までは、鷺沼放流幹線などの管路施設の新設を中心に投資していきます。令和６年度

以降は、管路施設および津田沼浄化センターなどの改築更新工事を中心に投資を進めていきます。 

 

 

 

 

 

（４） 建設投資計画
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建設投資計画（税込み）
管路施設新設

管路施設・浄化センター等改築更新

建設負担金等［単位：百万円］
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（単位：百万円）（税込み） 

 R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０ R１１ 合計 

管路施設新設 １,５４４ １,７８７ ２,３２５ ２,３４９ ５９ １０２ ０ ０ ０ ０ ８,１６６ 

管路施設・浄化センター等 

改築・更新 

１,４１４ １,３８０ ９１９ ６１１ ８１３ １,１９１ ２,５２６ ３,１６１ １,９５０ １,７１６ １５，６８１ 

建設負担金など ３７７ ３４２ ３３７ ３３４ ３３０ ３１２ ２７８ ２４５ ２２０ ２０６ ２，９８１ 

建設改良費合計 ３,３３５ ３,５０９ ３,５８１ ３,２９４ １,２０２ １,６０５ ２,８０４ ３,４０６ ２,１７０ １,９２２ ２６,８２８ 

企業債償還金 2,193 2,097 2,012 1,971 1,849 1,688 1,631 1,499 1,423 1,505 17,868 

 

①管路施設の新設 

汚水処理施設整備計画（アクションプラン）では令和５年度末の下水道整備の完成を目指していま

す。 

鷺沼台地区の抜本的な浸水対策および鷺沼台・花咲地区の汚水整備のため、鷺沼放流幹線の整

備に取り組みます。令和元年度から令和５年度までの５カ年で整備します。 

また、市街化調整区域の下水道整備を推進します。 

 

② 管路施設・津田沼浄化センターなどの改築・更新 

本市公共下水道事業は、昭和４１年に事業着手し、これまで施設整備を中心に事業を実施してきまし

た。以来、５０年以上が経過し施設の老朽化が進み、改築費用の増大が懸念されます。そこで、本市で

は、効率的かつ効果的な事業実施のために、平成３０年度に「習志野市公共下水道ストックマネジメン

ト計画」を策定しました。 

本市が所有する管路施設延長は約５００kmに及んでいます。このうち法定耐用年数である５０年を経

過している管路施設は、約６％あり今後１０年間で約２３％に達します。 

現状の維持管理（事後保全および時間計画保全（標準耐用年数で改築））とした場合、今後１００年

間の試算で約３,４００億円（年平均３４億円）の改築費用がかかる見込みとなっています。 

このようなことから、改築費用の抑制・平準化を図るため、ストックマネジメント計画に基づき、管路施

設（管路、マンホール、マンホール蓋）の状態監視保全を行い、リスク評価（影響度、事故発生確率）に

よるグルーピングをしたうえで点検調査を実施します。点検調査の結果から管路の劣化傾向を適切に

把握することに努め、対策必要箇所の優先順位を整理し、計画的、経済的かつ効果的に改築・更新を

行っていきます。 

また、本市が有する津田沼浄化センターは昭和５９年に供用開始して以来３５年、秋津汚水中継ポン

プ場は昭和６０年に供用開始して以来３４年が経過しており、機械や電気設備を中心として老朽化が見

受けられる状況です。 

これらの施設の老朽化に伴い、平成２５年度から平成３０年度は長寿命化計画に基づく改築工事を

実施してきました。 

今後も施設の老朽化が進行する中で、ストックマネジメント計画に基づき、施設機能の維持と改築・

更新を計画的、経済的かつ効果的に行っていきます。 
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国庫補助金（社会資本整備総合交付金）は、補助対象事業費の５０％（一部終末処理場事業費

は５５％）として見込んでいます。令和２年度から令和５年度までは、鷺沼放流幹線の事業費に充てる

ため、国庫補助金が多額となっています。また、令和８年度からは津田沼浄化センターなどの改築・更

新にかかる事業費が多額となるため、国庫補助金も多額となっています。 

企業債は、主に補助対象事業費に国庫補助金を充てた残りの財源として借り入れます。財政負担

の平準化、世代間の負担の公平性の観点からも建設投資にかかる企業債は毎年発行することで財

源の確保をしていきます。ただし、毎年の借入額は、原則として元金償還の範囲内とし、企業債残高の

縮減に努めます。 

 

（単位：百万円） 

  R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０ R１１ 合計 

国庫補助金 １,３０４ １,１４３ １,２９１ １,０００ ３９９ ６００ １,２８７ １,５６４ ９７０ ８９０ １０,４４８ 

企業債借入額 ２,１６７ １,９７６ １,９４２ ２,００４ ５２６ ６２１ ９９７ １,２５８ ８１０ ６９９ １３,０００ 

一般会計出資金 ６８ ７１ ５１ ３０ ５ ５ ５ ６ ６ ６ ２５３ 

工事負担金など ６１５ ５８９ ４３２ ３４１ ２５８ ２７８ ４０６ ４７２ ２８０ ２３７ ３,９０８ 

合計 ４,１５４ ３,７７９ ３,７１６ ３,３７４ １,１８９ １,５０４ ２,６９５ ３,３００ ２,０６７ １,８３２ ２７,６０９ 

                               ※それぞれの数値を10万円単位で四捨五入しているため、合計が合わない場合があります。 

 

 

 

 

 

 

（５） 建設投資財源計画
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【収益的収支】 （単位：千円）（税抜き）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 4,243,951 4,288,726 4,298,858 4,443,669 4,350,493 4,331,258 4,241,980 4,223,112 4,176,387 4,205,998

(1) 2,732,523 2,782,761 2,830,259 2,874,803 2,875,488 2,875,407 2,874,411 2,872,013 2,869,043 2,865,405

(2) (B)

(3) 1,511,428 1,505,965 1,468,600 1,568,866 1,475,005 1,455,851 1,367,569 1,351,100 1,307,344 1,340,593

２． 2,030,949 1,935,239 1,937,770 1,964,281 1,994,777 1,991,904 1,998,779 2,031,192 2,048,301 2,006,672

(1) 84,218 61,904 58,697 57,028 56,113 55,885 55,621 55,253 54,461 44,660

(2) 1,934,921 1,861,525 1,867,263 1,895,443 1,926,854 1,924,209 1,931,348 1,964,129 1,982,030 1,950,202

(3) 11,810 11,810 11,810 11,810 11,810 11,810 11,810 11,810 11,810 11,810

(C) 6,274,900 6,223,965 6,236,629 6,407,949 6,345,269 6,323,162 6,240,759 6,254,304 6,224,688 6,212,670

１． 5,381,909 5,427,937 5,466,030 5,683,831 5,563,761 5,633,389 5,553,925 5,597,711 5,582,656 5,644,484

(1) 252,897 252,897 252,897 252,897 252,897 252,897 252,897 252,897 252,897 252,897

99,164 99,164 99,164 99,164 99,164 99,164 99,164 99,164 99,164 99,164

576 576 576 576 576 576 576 576 576 576

153,157 153,157 153,157 153,157 153,157 153,157 153,157 153,157 153,157 153,157

(2) 1,685,927 1,870,187 1,896,680 2,094,920 1,958,401 1,978,379 1,838,926 1,832,439 1,775,658 1,872,069

88,578 215,907 198,270 380,543 279,179 305,088 182,270 157,543 106,452 211,907

1,597,349 1,654,280 1,698,410 1,714,377 1,679,222 1,673,291 1,656,656 1,674,896 1,669,206 1,660,162

(3) 3,443,085 3,304,853 3,316,453 3,336,014 3,352,463 3,402,113 3,462,102 3,512,375 3,554,101 3,519,518

２． 556,542 415,926 366,457 333,246 293,790 263,964 236,069 217,740 202,033 193,363

(1) 420,482 368,819 319,531 279,643 245,866 214,042 191,786 173,841 160,508 147,903

(2) 136,060 47,107 46,926 53,603 47,924 49,922 44,283 43,899 41,525 45,460

(D) 5,938,451 5,843,863 5,832,486 6,017,077 5,857,551 5,897,353 5,789,994 5,815,451 5,784,690 5,837,847

(E) 336,449 380,103 404,143 390,873 487,718 425,809 450,765 438,853 439,999 374,823

(F) 10,000

(G) 10,000

(H) 0

336,449 380,103 404,143 390,873 487,718 425,809 450,765 438,853 439,999 374,823

(I)

(J) 3,117,786 3,081,517 3,287,377 3,298,132 2,410,356 2,727,798 3,560,524 4,289,921 4,229,463 4,335,653

596,486 231,897 235,855 239,567 239,624 239,617 239,534 239,334 239,087 238,784

2,524,480 2,853,093 3,055,022 3,062,065 2,174,232 2,491,681 3,324,489 4,054,087 3,993,876 4,100,369

(K) 3,946,022 3,624,595 3,633,919 3,399,490 2,306,670 2,443,102 2,859,527 3,071,627 2,598,566 2,539,380

1,826,431 1,590,938 1,640,349 1,527,736 596,226 789,200 1,337,976 1,626,080 1,070,974 972,741

( I )

(A)-(B)

(L) - - - - - - - - - -

(M) 4,243,951 4,288,726 4,298,858 4,443,669 4,350,493 4,331,258 4,241,980 4,223,112 4,176,387 4,205,998

－ － － － － － － － － －

(N) － － － － － － － － － －

(O) － － － － － － － － － －

(P) － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － －

収 入 計

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

営 業 外 収 益

補 助 金

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度令和6年度令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

受 託 工 事 収 益

減 価 償 却 費

そ の 他

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

動 力 費

支 出 計

(C)-(D)

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

営 業 外 費 用

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益

料 金 収 入

－ － －－ － －累 積 欠 損 金 比 率 － － －

そ の 他

う ち 未 収 金

流 動 負 債

経 常 損 益

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

う ち 一 時 借 入 金

(E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

流 動 資 産

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

(A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 未 払 金

そ の 他

修 繕 費

材 料 費

×100 ）

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ）

う ち 現 金

支 払 利 息

令和11年度

－（
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【資本的収支】 （単位：千円）（税込み）
年　　　　　度

区　　　　　分

１． 2,166,800 1,976,100 1,941,700 2,003,700 526,400 621,000 996,900 1,258,300 810,400 699,200

659,400 227,900 202,600 234,100 71,600 0 0 0 0 0

２． 67,527 70,541 50,974 29,793 5,210 5,123 5,423 5,758 6,139 6,272

３．

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５．

６． 1,304,065 1,143,420 1,291,160 1,000,089 399,324 599,703 1,286,676 1,563,627 970,150 889,647

７．

８． 614,839 588,854 432,120 340,604 257,851 278,497 406,433 471,955 279,850 237,018

９． 669 320 27 0 0 0 0 0 0 0

(A) 4,153,900 3,779,235 3,715,981 3,374,186 1,188,784 1,504,322 2,695,432 3,299,640 2,066,538 1,832,136

(B)

(C) 4,153,900 3,779,235 3,715,981 3,374,186 1,188,784 1,504,322 2,695,432 3,299,640 2,066,538 1,832,136

１． 3,335,516 3,508,696 3,580,956 3,294,668 1,202,809 1,604,754 2,804,190 3,405,895 2,170,371 1,922,258

62,832 62,832 62,832 62,832 62,832 62,832 62,832 62,832 62,832 62,832

２． 2,192,984 2,097,170 2,011,236 1,971,149 1,849,333 1,688,023 1,631,480 1,499,130 1,423,125 1,505,171

３．

４．

５． 1,500 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 5,530,000 5,605,866 5,592,192 5,265,816 3,052,142 3,292,776 4,435,670 4,905,025 3,593,496 3,427,428

(E) 1,376,100 1,826,631 1,876,211 1,891,630 1,863,358 1,788,454 1,740,238 1,605,384 1,526,958 1,595,292

1,508,164 1,443,328 1,449,190 1,440,571 1,425,609 1,477,904 1,530,754 1,548,246 1,572,071 1,569,316

336,449 380,103 404,143 390,873 487,718 425,809 450,765 438,853 439,999 374,823

１． 1,257,681 1,443,328 1,449,190 1,440,571 1,425,609 1,477,904 1,530,754 1,548,246 1,526,958 1,569,316

２． 0 264,884 308,602 332,640 319,330 192,131 91,066 0 0 0

３．

４． 118,419 118,419 118,419 118,419 118,419 118,419 118,419 118,419 118,419 118,419

(F) 1,376,100 1,826,631 1,876,211 1,891,630 1,863,358 1,788,454 1,740,238 1,666,665 1,645,377 1,687,735

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 23,126,297 23,005,227 22,935,691 22,968,243 21,645,310 20,578,287 19,943,707 19,702,878 19,090,153 18,284,182

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

1,302,574 1,227,233 1,194,079 1,236,588 1,159,432 1,162,535 1,091,975 1,073,528 1,036,474 1,047,753

1,302,574 1,227,233 1,194,079 1,236,588 1,159,432 1,162,535 1,091,975 1,073,528 1,036,474 1,047,753

67,527 70,541 50,974 29,793 5,210 5,123 5,423 5,758 6,139 6,272

67,527 70,541 50,974 29,793 5,210 5,123 5,423 5,758 6,139 6,272

1,370,101 1,297,774 1,245,053 1,266,381 1,164,641 1,167,658 1,097,399 1,079,287 1,042,613 1,054,025

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

令和10年度 令和11年度令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度令和2年度 令和3年度

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

実質減価償却費

当年度純利益

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に不
足する額     　　    (D)-(C)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
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投資試算および財源試算をもとに、今後の事業収支見通しを試算した現状シミュレーションでは、収益的収

支では、毎年度経常利益を計上しているものの、資本的収支不足額を賄う補てん財源が不足することから、令

和６年度まで資本費平準化債の発行を見込んでいます。 

その後は、収入面では安定した使用料収入を確保できる見込みです。支出面では、今後は建設投資が少な

くなる見込みであること、また、これに伴い企業債の発行が減少する見込みから、毎年の元金償還額が令和２

年度末から令和１１年度末にかけて約７億円減少することを見込んでいます。企業債残高も令和２年度末から

令和１１年度末にかけて約４８億円の減少を見込んでいます。 

これらのことから、令和７年度以降は、資本費平準化債の発行に頼らずに安定した経営が続けられる見込み

です。 

しかし、本計画前半で実施する管路点検調査の結果によっては、改築などにかかる建設改良費が見込みよ

りも増加する可能性があります。また、同じく本計画前半で検討していく広域化・共同化の方向性によっては、

一時的に建設改良費が増加する可能性があります。 

 これらの建設投資の増加要因が考えられる一方で、人口減少に伴う使用料収入の減なども想定されるため、

注視していくことが必要です。 

 

 

  

（６） 将来の経営環境の見通し
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４．計画期間における「取組方針」  

 
  下水道事業が抱える課題を解決するため、令和１１年度までに取り組む重点項目として４つの「取組方

針」に基づき経営を推進し、基本理念（ガス事業・水道事業・下水道事業を通じて このまちの生活を守り

「未来のために～みんながやさしさでつながるまち～習志野」の実現に取り組みます）の達成を目指します。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ガス事業・水道事業・

下水道事業を通じて

このまちの生活を守り

「未来のために

～みんながやさしさで

つながるまち～習志野」

の実現に取り組みます

下水道整備

の推進

持続可能な

健全経営

下水道施設

の機能維持

お客様

サービスの

向上

取組方針 
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汚水整備については、生活環境を改善し快適な暮らしができるよう整備を推進しており、平成３０年度末

の下水道処理人口普及率は９５．１％に達しました。今後は残りの未普及地区の整備を推進するとともに、水

洗化の普及促進に引き続き努めます。 

また雨水整備については、合流区域の整備を引き続き推進し、特に浸水被害が発生している鷺沼台４丁

目地区の浸水被害の軽減を目的に、鷺沼放流幹線の整備を推進します。 

下水道の整備は、生活環境の改善、公衆衛生の向上、公共用水域における水質の保全、豪雨による浸水

被害の軽減を図ることが最重要課題であるため、下水道の整備に優先的に取り組みます。 

 

 

 

 

下水道は市民生活に必要不可欠なライフラインであるとともに、大規模な事業用資産を保有しています

が、特にこれまでの下水道事業の経営において想定していなかった人口減少社会を迎えている中で、将来

にわたり持続的な経営を確保するために、中長期の経営見通しに基づく経営基盤の強化に努めます。 

 

 

 

 

本市の下水道施設は、昭和４１年から整備を進めてきたところであり、今後急速に老朽化することが見込

まれます。すべての下水道施設においては代替施設が存在しないため、施設の不具合・異常が発生した場

合、機能停止による市民生活への支障、汚水流出などによる環境被害、管路破損などによる道路陥没など

のリスクを抱えています。 

このことから、将来にわたり施設の機能維持を図るため、適切な維持管理と効率的かつ効果的な改築・

更新に取り組みます。 

 

 

 

 

下水道事業者による説明責任の徹底や、事業の推進について円滑な合意形成を図るためにも下水道の

目的や役割、重要性、それらを踏まえた取り組み等、下水道の姿を市民に分かりやすく情報発信することが

必要です。 

    そのためにも、わかりやすい内容による広報活動などでお客様サービスの向上に努めます。 

 

  

取組方針① 下水道整備の推進 P. ３３～ 

取組方針③ 下水道施設の機能維持 P. ３8～ 

取組方針④ お客様サービスの向上 P. ４0～ 

P.３７

～ 

取組方針② 持続可能な健全経営 P. ３5～ 
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５．計画期間における主要施策 

取組方針を実現するための「主要施策」を計画期間内に実施します。 

 

                              

 

 

 

  汚水整備については、津田沼・印旛・高瀬処理区の未普及地区解消のため管路施設の整備を推進する

とともに、津田沼浄化センターの高度処理導入などにより、公共用水域の水質保全と生活環境の改善を図

ってきました。汚水整備は、これまで市街化区域において整備を推進してきたことにより、平成３０年度末で

下水道処理人口普及率が９５．１％に達しました。 

 

 

汚水整備については、津田沼・印旛・高瀬処理区の市街化区域の未普及地区の整備を継続して進めると

ともに、市街化調整区域の中でも多くの既存住居がある区域の整備を拡大し、未普及地区の解消を図るこ

とで、令和５年度末までに公共下水道整備の完成を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a） 汚水整備の拡充 【下水道課】

指標名 
基準値 

（平成３０年度） 

目標値 

（令和１１年度） 

下水道処理人口 

普及率（％） 
９５.１ １００ 

取組方針① 下水道整備の推進 

現状と課題 

取組内容 

成果指標 
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雨水整備については、市内を流れていた菊田川・浜田川・堀田川の暗渠化、低地部への管渠布設などに

より、平成３０年度末の整備率は５６．２％となっています。しかしながら近年の局地的な集中豪雨や都市化に

よる雨水流出量の増加により、浸水被害のリスクが高まっています。これまで、浸水被害が多発していた谷津

地区においては、千葉県と共同事業によりポンプゲートなどを設置し、浸水対策を図りました。また、鷺沼台４

丁目地区については、警報機の設置やマンホールポンプなどの設置により、応急的な対策を図ってきました

が、抜本的な対策として、鷺沼放流幹線の早期完成が必要不可欠となります。 

 

 

  雨水整備については、津田沼処理区の合流区域の整備を継続して推進するとともに、鷺沼台４丁目地区

の浸水被害の軽減を目的に、鷺沼放流幹線の整備を引き続き進め令和５年度末の完成を目指します。併せ

て、低地部や道路冠水などが生じる地区について対策を検討し、必要に応じて市と協議するとともに、開発

行為などにおいては雨水貯留槽や浸透ます等の設置により、官民が役割を分担して雨水の流出抑制を行う

ことで、浸水被害の軽減に努めます。 

 

 

 

 

水洗普及の促進については、下水道供用開始後、速やかに公共下水道の利用の促進を図り、もって環境

衛生の向上に資することを目的として取り組んでいます。下水道工事着手前には説明会を開催し、自己負

担となる宅内排水設備改造工事に関して、水洗便所への改造資金を無利子で貸付する制度である「水洗

便所改造等資金貸付制度」を周知し、水洗化を促進していますが、各戸の事情などにより未水洗化の家屋

があり、平成３０年度末の水洗化率は９７．２％となっています。 

 

 

下水道供用開始後から１年経過した未水洗化の家屋に対して、土日、祝日において個別訪問などにより

水洗便所改造等資金貸付制度の説明をする等、水洗化の普及促進に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

b） 雨水整備の拡充 【下水道課】

c） 水洗普及の促進 【下水道課】

現状と課題 

取組内容 

現状と課題 

取組内容 
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平成３１年４月に下水道使用料の見直し（改定）を実施したことにより、経営状況の改善を図りました。本

計画の中の投資・財政計画においても、１０ 年間の財務状況はゆるやかに改善する見込みであることから、

本計画の策定時点では、現行の使用料の維持を想定しています。 

しかし、今後の施設の更新需要、人口や水需要の動向によっては、本計画期間内における見直しの必要

が生じることがあります。 

 

 

今後の水需要や財務状況の検証を行い、適正な使用料水準の設定について検討していくとともに収納

率向上にも努めます。 

 

 

 

下水道事業における主な投資は、管路施設と終末処理場・ポンプ場の整備です。しかし、これからは施設

の老朽化や人口減少に対応するため、投資効果の検証を進め、経費を合理化していくことが必要となりま

す。 

 

 

ストックマネジメント計画に基づき、点検調査を計画的に実施していくことで、効率的な改築事業を実施し

ます。また、計画を定期的に見直し・変更することで長期的な改築コストの縮減に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a） 下水道使用料の検証・検討 【下水道課】

b） 投資の合理化 【下水道課】

取組方針② 持続可能な健全経営 

現状と課題 

取組内容 

現状と課題 

取組内容 
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本市の下水道担当職員は、下水道整備が進んだことに伴い職員数が減少し、ピーク時の平成３，４年度

の４２人から平成３０年度は２７人まで減少しました。そのため職員の育成や技術の継承などが課題となって

います。 

また本市の下水道事業は、平成３１年４月に公営企業としてガス・水道事業を実施している企業局と組織

統合しました。そのことにより、経理・出納・人事管理などの共通事務に係る人員の増加を抑制する等効率

的な組織体制の整備に努めました。 

 

 

老朽化が進む下水道施設を適切に維持管理し、今後増加していく施設の改築・更新需要に対応するとと

もに、厳しい経営環境において持続可能な健全経営を維持するために必要な職員配置を適正に行っていき

ます。また、良好な職場環境の確保に努めつつ、より効率的な組織体制についても検討します。 

    専門的な研修の取り組みとして、「職場内研修（ＯＪＴ）」、「職場外研修（ＯＦＦ－ＪＴ）」および「自己啓発」

の中から、下水道事業者として求められる技能・知識を習得するべく、それぞれの利点を最も生かすことので

きる効果的な手法を選択し積極的に取り組みます。 

 

 

指標名 
令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

職員数 

（人） 
２７ ２９ ３０ ３０ ３０ ３０ 

 

指標名 
令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

１０年度 

令和 

１１年度 

職員数 

（人） 
３０ ３０ ３０ ３０ ３０ 

 

 

 

指標名 
基準値 

（平成３０年度） 

目標値 

（令和１１年度） 

新採・転入者研修受講率 

（%） 
－ １００.０ 

実務研修受講率 

（%） 
－ １００.０ 

接遇研修受講率 

（%） 
－ １００.０  

 

 

c） 効率的な組織体制の整備 【企業総務課】

現状と課題 

取組内容 

成果指標 

定員計画 
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平成３０年度から、津田沼浄化センターなどについて包括的民間委託を始めました。運転管理から小修

繕なども含めた内容であるため、費用の削減を図りました。 

また、管路施設の維持管理についても包括的民間委託などが活用できるか検討しているところです。 

しかし、維持管理の大部分を民間に委託すると、下水道事業者としての技術継承が難しいという課題が

あります。 

 

 

    津田沼浄化センターなどについては、包括的民間委託を継続します。 

    また、管路施設の維持管理についても、ＰＦＩ方式などによる民間の資金やノウハウの活用について、先進

事例などを調査・研究します。 

 

 

 

 

 

これまでの本市の下水道事業においては、使用料の確保と経費の節減などに努めてきました。しかしなが

ら、今後、有収水量の減少などによる利益の減少や建設投資の増加に伴う費用の増加が見込まれることか

ら、引き続き経費の節減や経営の効率化などに努め、「持続可能な健全経営」が図れるよう事業経営を進

めます。 

 

 

 

指標名 
基準値 

（平成３０年度） 

目標値 

（令和１１年度） 

経常収支比率 

（%） 
１０５ １０５以上 

流動比率 

（%） 
－ １００以上 

企業債残高対事業規模比率

（%） 
５１９.３ ３１５.０以下 

 
 
 
 
 
 
 

d） 民間資金・ノウハウの活用 【下水道課】【津田沼浄化センター】

e） 健全経営の確保 【経理課】

現状と取組内容 

成果指標 

現状と課題 

取組内容 
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一部の管路施設においては老朽化が進み、これに起因した道路陥没や下水道管の詰まり等が発生して

おります。このことから定期的な清掃や点検を行い、管路施設の機能確保や劣化状況を把握することが必

要となります。 

    また、津田沼浄化センターなどについては機能停止することができない重要施設ですが目標耐用年数を

超える設備も多くあります。 

このようなことから下水道施設全体で機能維持のための改築・更新にかかる費用が多くなることが課題

となっています。 

 

 

平成３０年４月にストックマネジメント計画を策定し、その計画に基づき令和元年度から管路施設の点検を

継続的に行い、施設の劣化状況を適切にとらえていきます。 

点検情報により優先度の高い管路から効率的・経済的な改築・更新を検討します。 

    また、津田沼浄化センターなどについてもストックマネジメント計画に基づき、計画的・経済的に改築・更新

を実施します。 

 

【成果指標】 

 

 

 

 

 

 ※下水道法施行令第５条の１２ならびに下水道法施行規則第４条の４の規定による 

 

 

 

耐震対策については、平成２７年３月に策定した下水道総合地震対策計画に基づき、平成２８年度から重

要な幹線などの耐震診断を実施しました。 

    耐震診断により耐震性能が不足する管路については、今後耐震補強工事が必要となります。 

 

 

耐震性能が不足している管路のうち、優先度の高い緊急輸送路下に位置する汚水幹線管路から耐震補

強工事を順次実施していきます。 

a） 施設の老朽化対策 【下水道課】

b） 施設の耐震対策 【下水道課】

指標名 
基準値 

（平成３０年度） 

目標値 

（令和１１年度） 

腐食環境下（※）の 

管路施設点検調査率（％） 
０ １００ 

現状と課題 

取組内容 

現状と課題 

取組内容 

取組方針③ 下水道施設の機能維持 

成果指標 
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管路施設の保護および津田沼浄化センターなどの機能を確保するため、工場、飲食店などからの排水を

下水道に排出する事業場に対し、除害施設などの設置や維持管理の指導、また、事業場からの排水につい

て監視・指導を行っています。 

 

 

 

事業場からの排水について、引き続き除害施設などの設置や維持管理の指導、監視・指導などを行いま

す。 

また、有害物質や油脂類などの下水道への流入を防止するため、水質規制に関する知識の普及とＰＲを

行います。 

 

 

 

災害時対応については、シナリオに基づく災害訓練を行っていますが、実際の災害が想定外であったとき

に対応が遅くなる可能性があります。また、関係機関との相互協力については、千葉県企業局などの他事業

者や協力会社と連携した訓練を行っていないため、役割などの明確化が課題です。 

災害・事故など緊急時における対応の根幹となる危機管理マニュアルについては、定期的な点検や見直

しを行う必要があります。 

 

 

 

災害時対応の強化として、迅速な対応力・判断力・組織力の能力アップを図ることを目的とし、職員一人

ひとりが個々の役割を認識し、災害対応能力の向上を目指します。 

また、災害・事故など緊急時における対応の根幹となる危機管理マニュアルについて、定期的な点検に基

づいて見直しを図るとともに、災害時の危機管理体制の充実を図ります。 

災害の想定をさまざまな角度から行い、他事業者の災害訓練や事故事例などを参考にし、シナリオレス訓

練を行います。また、協力会社と連携し、より実践的な訓練を実施します。 

 

 

 

c） 水質規制の指導・監督 【下水道課】

d） 災害時対応の強化、関係機関との相互協力 【企業総務課】【工務管理課】

現状と課題 

取組内容 

現状と課題 

取組内容 
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  下水道事業者による説明責任の徹底や、事業の推進について円滑な合意形成を図るためには、下水道

の目的や役割、重要性、それらを踏まえた取り組み等、下水道の姿を市民に分かりやすく発信する等、対話

や市民参加を進める必要があります。 

 

 

 

マンホールカードの作成・配布などを通じて今後も引き続き市民への広報に努め、下水道の見える化に向

けて取り組んでいきます。 

 

 

 

 

広報紙およびインターネットなどを活用して広報・広聴活動を行うことにより、お客様の適切な下水道の使

用を推進するとともに、企業局に対するお客様の満足度の向上を目指しています。 

これまで、新聞折込を中心とした広報紙の配布、ホームページを中心とした広報活動を行っていますが、

情報伝達手段が多様化する中で、より最適な手法による広報・広聴活動を実施することが必要です。 

 

  

 

広報紙の作成やインターネットによる即時性、双方向性を持った広報・広聴活動の実施を継続しつつ、新

たな広報・広聴手法について調査・研究します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a） 下水道の情報発信と見える化 【下水道課】

b） 広報紙の発行・インターネットの活用 【企業総務課】

取組方針④ お客様サービスの向上 

現状と課題 

取組内容 

現状と課題 

取組内容 
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料金の支払方法について、お客様がさまざまな支払方法の中から選択できるよう、新たな支払方法の調

査を行い、お客様の利便性やサービス向上を目指しています。 

キャッシュレス決済については、電子マネー・デビットカード・モバイルウォレット・クレジットカードが普及して

おり、令和元年１０月１日から、経済産業省が消費者還元事業として９カ月間、消費者への還元を国が一部

負担する事業を開始しています。 

本市においても、今後は、キャッシュレス決済への対応が求められますが、導入に伴うシステム改修費など

のコスト増加が見込まれます。 

 

 

 

キャッシュレス決済については、導入費用や手数料を調査し費用対効果などを考慮した上で可能なもの

から実施し、順次、適用拡大を図ることによりお客様サービスの向上に努めます。 

 

 

 

 

高齢者の孤立感解消や異変の早期発見などに努め、更なる地域福祉への貢献とお客様サービスの向上

を目指しています。 

平成３０年１０月から、希望するお客様に対し、検針員が検針の際に声掛けを行い、検針票を手渡しする

「検針時高齢者声かけサービス」を開始しました。より良いサービス提供のために、利用者の感想や意見の

把握が必要です。 

 

 

 

今後も高齢者数の増加が予想されることから、関係部署などとの連携や広報紙による周知を実施する等、

引続き、効果的な周知を図り、「検針時高齢者声かけサービス」利用者の拡大に努めます。 

また、利用者の感想や意見を伺うために、利用者へのアンケート調査を実施します。  

c） 料金支払サービスの向上 【料金課】

d） 高齢者へのサービス向上 【料金課】

現状と課題 

取組内容 

現状と課題 

取組内容 
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６．将来に向けた検討事項 

 

本計画期間においてはおおむね健全経営が維持できるものと想定しました。 

一方で長期的な視点で事業経営を捉えた場合、将来の人口減少、節水意識の浸透や節水機器普及など

の影響による有収水量の減少に伴う収益の減少、改築需要の増大などが課題となります。 

その課題に対応するため、令和５年度までに３０年から５０年後のあるべき将来像を改めて検討するものとし

ます。 

その検討結果によっては経営戦略の見直しを行い、将来の課題に備えるものとします。 

 

 

 

 

計画期間の１０年間に限定することなく長期的な視点で捉え、人口減少や節水機器の普及などの影響に

よる有収水量減少を考慮した上で、経済性を発揮し持続可能な健全経営を可能とするためのあるべき将

来像を検討します。 

その中で、民間のノウハウの活用を含めて、事務の効率化、適切な組織体制、それに伴う定員適正化およ

び事業規模に見合った施設規模の適正化などを検討します。 

 

 

 

 

現在の庁舎は昭和４５年、４９年、５８年にそれぞれ竣工した建物であり、老朽化していることに加えバリア

フリー化が進んでいません。また、本庁舎は災害対応の拠点となる施設ですが、応援事業者の受入れスペ

ースがない等、狭あい化も課題となっています。 

これらの課題に対応するため、新庁舎の建設について検討します。 

一方で新庁舎建設は大きな建設投資となり、料金への影響も考慮が必要となります。下水道事業以外に

ガス事業、水道事業の３事業で負担する建設投資であることから、各会計の決算状況などを十分に勘案し

検討します。 

 

 

 

 

汚水処理施設などの事業運営については施設などの老朽化に伴う大量更新期の到来や人口減少に伴

う使用料収入の減少など厳しい経営環境にあることから、令和４年度までに都道府県に対し汚水処理の

「広域化・共同化計画」を策定するよう国から通知がありました。 

    このことを受け千葉県においては、県内市町村と検討体制を構築するため、平成３０年８月３日に「千葉県

汚水処理広域化・共同化検討会」を設立し、検討を始めました。 

本市においては、老朽化が進む津田沼浄化センターについて、これまでと同様に維持管理していくために

は多くの費用がかかることが予想されています。そのため今後の負担軽減を図るために広域化・共同化に

ついて検討をします。 

a） 組織・定員・建設投資などの検討 

 

b） 新庁舎建設の検討 

c） 広域化・共同化の検討 
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７．経営戦略の事後検証、改定などに関する事項 

 

本経営戦略は、PDCAサイクルの考え方に基づき、検証します。 

進捗管理（モニタリング）は毎年行います。また、計画期間が１０年間であることから、目標数値などの見直

し・改定（ローリング）は、３年から５年ごとに実施する予定です。  

ただし、大きな要因変化（高額な建設投資内容の変更など）があった場合には、そのタイミングで見直し・改

定することと致します。 

 

※PDCA サイクルとは、業務を円滑に進める手法で①PLAN（計画）→②DO（実行）→③CHECK（確

認）→④ACTION（改善）の４段階を行い繰り返すことによって、下水道事業を継続的に改善していき

ます。 

① PLAN（計画）：経営戦略を策定します。 

② DO（実行）：経営戦略に沿って下水道事業を実行します。 

③ CHECK（確認）：下水道事業が経営戦略に沿っているかを確認します。 

④ ACTION（改善）：下水道事業が経営戦略に沿っていない場合、改善します。 
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８．用語解説 

 

あ行 
一般会計 (P19） 

  地方自治体の会計は、全体を網羅して通観できるよう、単一の会計で経理することが原則となっている（単

一会計主義）。この原則に基づき、行政の一般的な収支を一つの会計で経理するものを一般会計という。 

ただし、この例外として特定の事業（下水道事業、国民健康保険事業など）における会計は、個々の事業の

運用状況を明確にするため、一般会計とは区分して経理していて、これを特別会計という。 

 

一般会計（からの）繰入金 （P19） 

  下水道事業は雨水公費・汚水私費が原則で、雨水事業についてはその全額を一般会計から繰入れするこ

とが総務省の基準により認められている。また、汚水事業についても、公共用水域の水質保全など、公的便益

が大きく認められることを踏まえ、その一部に一般会計からの繰入金を充てることが認められている。このよう

に国が定めた基準（一般会計繰出基準）に該当する繰入金は「基準内繰入金」、それ以外の繰入金は「基準

外繰入金」という。 

 

インフラストラクチャ－（インフラ） （P６） 

経済活動や社会生活の基盤を形成する構造物 

 

打切決算 （P１6） 

  官庁会計の予算執行は、出納整理期間が２カ月間設けられていて、翌年度５月３１日までの収入・支出を

「決算額」として整理することとされている。一方、地方公営企業法を適用する前年度の会計は、３月３１日をも

って終了し、決算を行うこととされている。 

  これが、地方公営企業法適用前年に限り適用される「打切決算」の制度であり、平成３０年度の習志野市

公共下水道事業特別会計は、４月１日から３月３１日までに、実際に現金の収入がされた額と、実際に現金を

支払った額とをもって、決算としている。 

 

汚水処理原価 （P18、19）  

  汚水処理原価（円） ＝ 
汚水処理費(公費負担分を除く)

年間有収水量
 

  有収水量１㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・汚水維持管理費の両方を含めた汚水

処理に係るコストを表した指標 

   

 

か行 

管渠 （Ｐ10、12、13、14、18、20、34） 

  汚水や雨水を集めて終末処理場や放流先（河川や海）まで導くための管のこと 

 

管渠改善率 （Ｐ２0） 

  管渠改善率（％） ＝ 
改善（更新・改良・修繕）管渠延長

下水道布設延長
 ×１００ 
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 当該年度に更新した管渠延長の割合を表した指標で、管渠の更新ペースや状況を把握できる 

 

管渠老朽化率 （P２0） 

  管渠老朽化率（％） ＝ 
法定耐用年数を経過した管渠延長

下水道布設延長
 ×１００ 

 法定耐用年数を超えた管渠延長の割合を表した指標で、管渠の老朽化度合いを示す 

 

官庁会計 （Ｐ3、7、17） 

地方公営企業法の非適用事業における会計方式で、資産、負債および資本の概念がなく、現金主義による

単式簿記による経理方式 

 

管路施設 （Ｐ８、25、26、33、35、37、38、39） 

  下水（汚水や雨水）を集めて終末処理場や、放流先へ運ぶまでの施設、設備の総称。 

 

企業債 （P１7、19、24、25、26、27、２９、30、37） 

  地方公営企業が建設改良などの費用に充てるために国などから借りた資金 

 

企業債残高対事業規模比率 (P１7、37)  

  企業債残高対事業規模比率（％） ＝ 
企業債現在高合計 － 一般会計負担額

営業収益 － 受託工事収益 － 雨水処理負担金
 ×１００ 

 使用料収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標 

 

基準外繰入金 （P29） 

  「一般会計（からの）繰入金」参照 

 

基準内繰入金 （P29） 

「一般会計（からの）繰入金」参照 

 

キャッシュレス決済 （P41） 

クレジットカードや電子マネー、口座振替を利用して、紙幣・硬貨といった現金を使わずに支払・受け取りを行

う決済方法 

 

経常収支比率 (P19、37)  

    経常収支比率(%) ＝ 
経常収益

経常費用
 ×１００ 

当該年度において、使用料収入や一般会計からの繰入金などの収益で、維持管理費や支払利息などの費

用をどの程度賄えているかを表す指標。単年度の収支が黒字であることを示す １００%以上となっていること

が必要 
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経費回収率 (P１8、19)  

 経費回収率（％） ＝ 
下水道使用料

汚水処理費（公費負担分を除く）
 ×１００ 

使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標 

当該指標は、使用料で回収すべき経費をすべて使用料で賄えている状況を示す１００％以上であることが必

要 

 

下水道総合地震対策計画 （P５、３8） 

重要な下水道施設に対して、防災・減災両面からの対策を総合的かつ効率的に行い、被害の最小化を図る

ことを目的とした計画。一般的に計画期間は５年とし、計画期間内で行う耐震化の方針、対象施設、対策方

法、事業費などについて定めている 

 

減価償却 （Ｐ20） 

  固定資産の取得に要した経年化に伴い減少した固定資産の価値の目減り分として、耐用年数に応じて毎

年度費用化すること 

 

減価償却費 (P２4、２８) 

  固定資産の資産価値減少分を耐用年数に応じて計算した費用で、老朽化した資産の更新事業費の財源と

なる 

 

嫌気無酸素好気法 （Ｐ１1） 

  窒素とりんの除去を目的とした排水処理方法 

 

公営企業会計 (P３、７) 

 企業会計原則を用いている一般企業と同様に複式簿記および発生主義を採用した経理方式 

 

公共用水域 （P３、19、32、33） 

河川、湖沼、港湾、沿岸海域その他公共の用に供される水域と、これに接続する公共溝渠、かんがい用水路

その他公共の用に供される水路のこと 

 

高度処理 （P７、33） 

通常の処理では十分に取り除くことができない窒素やリンを除去するための処理 

 

合流式（合流式下水道） （P１０、１1、13） 

汚水、雨水を分離することなく同一の管渠で排除する方式で、古くから下水道事業を行っている都市で採用

されていたが、最近では分流式が主流となっている 

 

 

さ行 

市街化区域 （Ｐ33） 

  既に市街化を形成している区域およびおおむね１０年以内に優先的かつ計画的に市街化を図る区域 
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市街化調整区域 （Ｐ26、33） 

  市街化を抑制すべき区域 

 

時間計画保全 （Ｐ２６） 

  施設・設備の特性に応じてあらかじめ定めた周期（目標耐用年数など）により対策を行う管理方法 

 

事業計画（区域） （P8、10、12、13） 

  公共下水道または流域下水道を設置しようとする際、あらかじめその管理者が事業計画をつくり、都道府県

知事と協議することが必要であり、この事業計画に定められた区域を事業計画区域という 

 

資金不足比率 （P１6） 

資金不足比率（％） ＝ 
資金の不足額

事業規模
 × １００ 

＜法適用＞ 

資金の不足額（円） ＝（流動負債 － 建設改良費など以外の経費の財源に充てるために起こした地方

債の現在高 － 流動資産）－ 解消可能資金不足額 

＜法非適用＞ 

資金の不足額（円） ＝（繰上充用額 ＋ 支払繰延額・事業繰越額 + 建設改良費など以外の経費の財

源に充てるために起こした地方債の現在高）－ 解消可能資金不足額 

事業の規模（円） ＝ 営業収益の額 － 受託工事収益の額 

資金不足を料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを表す指標 

 

施設利用率 (P１8、19)  

  施設利用率（％） ＝ 
晴天時一日平均処理水量

晴天時現在処理能力
 ×１００ 

 施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均処理水量の割合であり、施設の利用状況や適

正規模を判断する指標 

 

資本的収支（資本的収入、資本的支出） (P17、２９、30) 

営業活動以外の施設の建設などの資産の形成に伴う収入と支出のこと。下水道事業では主に、国庫補助

金、企業債が資本的収入に、建設改良費、企業債償還金が資本的支出に該当する 

 

資本費平準化債 （Ｐ３0） 

  下水道事業は先行投資により施設を整備するため、その負担をすべきところを現在の使用者が負担するこ

とになり、世代間の公平性を欠くことになる。その対策として資本費（元金償還金）の一部を後年度に繰り延べ

るために発行する企業債のこと 

 

収益的収支（収益的収入、収益的支出） (P１6、17、２８、30) 

営業活動（維持管理等事業の運営活動）に伴う収入と支出のこと。下水道事業では主に、下水道使用料、

一般会計繰入金が収益的収入に、維持管理費、減価償却費、企業債利息が収益的支出に該当する 
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収益的収支比率 (P１6、17) 

  収益的収支比率（％） ＝ 
総収益

総費用 ＋ 地方債償還金
 

 

 地方公営企業法非適用企業に用いる経営指標であり、使用料収入や一般会計からの繰入金などの総収益

で、総費用に地方債償還金を加えた費用をどの程度賄えているかを表す指標 

 

純損益 (P24、25) 

  事業収益から事業費用を差し引いた額をいう。当該年度における経営活動の最終的な成果となる 

 

純利益 (P２4) 

事業収益から事業費用を差し引いた額がプラスになったものをいう。議会の議決を経て、建設投資などの

財源として積み立てることができる 

 

状態監視保全 (P26) 

施設・設備の劣化状況や動作状況の確認を行い、その状態に応じて対策を行う管理方法 

 

除害施設 （Ｐ39） 

  事業者などが下水道に汚水を排除する場合、下水道の機能などに損傷を及ぼすおそれのある汚水は、あら

かじめ事業者が、下水道への排水許容基準水質まで処理しなければならず、この処理施設のことをいう 

 

水洗化率 (P１8、19、34) 

  水洗化率（％） ＝ 
現在水洗便所設置済人口

現在処理区域内人口
 ×１００ 

 現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割合を表した指標 

 当該指標については、公共用水域の水質保全や、使用料収入の増加などの観点から１００％となっていること

が望ましい 

 

ストックマネジメント (P５、26、35、38) 

持続可能な下水道事業の実現を目的に、膨大な施設の状況を客観的に把握、評価し、長期的な施設の状

態を予測しながら、下水道施設を計画的かつ効率的に管理すること 

 

損益勘定留保資金 (P29) 

収益的収支における費用のうち現金支出を伴わない減価償却費、たな卸資産減耗費および固定資産除却

費の合計額から長期前受金戻入相当額を差し引いた額で建設投資の財源として留保された資金 
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た行 

単独公共下水道 (P８) 

主として市街地における下水を排除または処理するために地方公共団体（主に市町村）が単独で管理する

下水道で、終末処理場を有するもの 

 

地方公営企業法 (P３、４) 

地方公共団体が、公共の福祉増進のために経営する企業のうち、水道、工業用水道、軌道、自動車運送、鉄

道、電気、ガスおよび下水道などに係る事業について適用する法律 

 

 

は行 

バリアフリー （P42） 

年齢、性別、職業、障がいの有無などに関わらず、誰もが自由に行動できるよう、社会生活におけるさまざま

な障がいをなくそうという考え方 

 

標準活性汚泥法 (P11、14) 

全国的に多くの終末処理場で採用されている下水処理方式。種々の微生物が下水中の有機物を利用して

繁殖し、フロックを形成したものを活性汚泥と呼ぶ。この活性汚泥と下水を有酸素下で混合すると、下水中の

有機物が活性汚泥に取り込まれ、下水から有機物を除去することができる。活性汚泥と下水の混合液は沈殿

池で固液分離し、上澄みは処理水として流出、沈殿物は下水汚泥として処理される 

 

ＰＦＩ（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ） （Ｐ３7） 

公共施設などの建設、維持管理、運営などを民間の資金、経営能力および技術的能力を活用して行う新し

い手法 

 

分流式（分流式下水道） (P１０、１1、12、13、14) 

汚水と雨水を別々の管渠に集めて排除する下水道。この場合、汚水だけが処理施設に流入することとなる 

 

 

や行 

有形固定資産 (P20) 

  長期にわたって使用するために所有している有形の資産 

 

有形固定資産減価償却率 (P20) 

  有形固定資産減価償却率（％） ＝ 
有形固定資産減価償却累計額

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価
 ×１００ 

 有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資産の老朽化度合

いを示す 
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有収水量 (P６、16、19、23、37、42) 

下水道使用料の賦課対象となる水量 

 

 

ら行 

流域関連公共下水道 (P8、12、14) 

  主として市街地における下水を排除または処理するために地方公共団体（主に市町村）が管理する下水道

で、流域下水道に接続しているもの 

 

流域下水道 (P8、12、14) 

  ２以上の市町村からの下水を受け処理するための下水道で、終末処理場と幹線管渠で構成されている。事

業主体は原則として都道府県となる 

 

流動比率 (P19、37) 

流動比率（％） ＝ 
流動資産

流動負債
 ×１００ 

 短期的な債務に対する支払能力を表す指標 

 当該指標は、１年以内に支払うべき債務に対して支払うことができる現金などがある状況を示す１００％以上

であることが必要 

 

累積欠損金比率 (P19、２８) 

  累積欠損金比率（％） ＝ 
当年度未処理欠損金

営業収益 － 受託工事収益
 × １００ 

営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益剰余金などでも補て

んすることができず、複数年度にわたって累積した欠損金のこと）の状況を表す指標 

当該指標は、累積欠損金が発生していないことを示す０％であることが求められる 

 


